
カーボンニュートラル実現シナリオ構築等に向けた国際連携事業
令和６年度概算要求額39億円（15億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

グローバルでのカーボンニュートラルの実現には、先進国のみの脱
炭素化では不十分であり、令和5年に閣議決定された「GX実現
に向けた基本方針」等に基づき、アジア等各国とともに、エネル
ギートランジションを一層推進し、エネルギー安全保障を確保しな
がら、現実的な形での脱炭素に向けた取組を進めるべく、脱炭素
化支援の強化や人材育成支援を行う。また、気候変動に関する
国際交渉や、我が国の低炭素技術・製品の国際展開を有利に
進めていくために、気候変動問題に対する我が国の取組や姿勢
を対外的に発信し、国際的な世論の形成を主導していく。

成果目標

ゼロエミッション化を促す調査、人材育成支援の実施等を通じ、ア

ジア等新興国のカーボンニュートラル実現に向け、経済成長、エネ

ルギー安全保障との両立を果たし、各国の実情に応じた現実的

なエネルギートランジションを促すとともに、我が国技術の海外展開

の促進を通じ、世界全体でのカーボンニュートラルの実現に貢献し

ていく。
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事業概要

（1）アジア等の脱炭素化に向けた協力

アジア・ゼロエミッション共同体構想の推進に向けた、国際機関の
強化、クリーンエネルギー技術の導入に関する各種調査や計画
策定、特に各国からの要望の強いプロジェクトに対する調査支援、
人材育成支援、脱炭素化に向けたロードマップ策定支援やトラン
ジションファイナンスの普及に向けた調査等を行っていく。

（２）国際会議の開催、調査・広報

カーボンニュートラル実現に向けた取組みを促進する国際会議の
開催等を支援していく。

（３）国際研究の実施

最新の科学的知見や国際交渉の動向も踏まえながら、温暖化
対策等の分析・評価を行っていく。

（１）資源エネルギー庁長官官房国際課
（２）資源エネルギー庁資源・燃料部資源開発課
（３）資源エネルギー庁資源・燃料部

燃料環境適合利用推進課
（４）産業技術環境局GX金融推進室
（５）産業技術環境局国際室
（６）産業技術環境局地球環境対策室
（７）産業技術環境局ＧＸ投資促進室
（８）貿易経済協力局 技術・人材協力課
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